
統計ニュース
〈報道各紙掲載記事より抜粋〉

《国内・国際》
1/1 新成人１２４万人 初の１％割れ

2010 年中に 20 歳となった新成人は 124 万人で、総人口 1 億 2736 万人に占める割合は 1968 年の調査開始以来、

初めて 1 ％を割り込んで 0.97 ％になったことが 31 日、総務省が発表した人口推計（千人の位以下を四捨五入）

で判明、少子高齢化があらためて浮き彫りとなった。卯年に生まれた新年の年男、年女は 1008 万人おり、総人

口の 7.9 ％となっている。

11 年 1 月 1 日現在の新成人は男性が 63 万人、女性が 61 万人。男女合計人数は、10 年の元日より 3 万人減少

し、4 年連続で過去最少を更新した。第１次ベビーブーム世代が成人したことで最多となった 70 年（246 万人）

のほぼ半数となっている。

1/8 自殺３万人超 高水準
2010 年の全国の自殺者数は 3 万 1560 人（速報値）で、13 年連続で 3 万人を超えたことが 7 日、警察庁のま

とめで分かった。月別では前年 3 ～ 5 月に記録した 3 千人台はなく、年間で前年より 1285 人（3.9 ％）減少。9
年ぶりに 3 万 2 千人は下回ったが、依然として高い水準にある。

男女別では、男性が 5.5 ％減の 2 万 2178 人、女性が 0.1 ％増の 9382 人だった。

1/14 完全給食 中学の７６％
主食とおかずと牛乳がそろう「完全給食」を 2009 年度に実施した全国の国公私立中学校（1 万 801 校）は全

体の 76.2 ％で、前年度より 0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ増えたことが 13 日、文部科学省の調査で分かった。国公私立小学校（2
万 1884 校）の実施率は 0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ増の 98.1 ％だった。

08 年度に初めて 4 千円台に達した公立小学校の給食費の月額平均はやや増加して約 4100 円（山口県は約 4
千円）。公立中学校は約 4700 円（同 4500 円）になった。給食の実施回数は公立の小学校が 189 回、中学校は 185
回だった。

1/15 企業物価 ２年連続下落
日銀が１４日発表した 2010 年の国内企業物価指数（05 年＝ 100、速報）は、前年比 0.2 ％下落の 102.8 とな

り、2 年連続のマイナスとなった。01 ～ 03 年の 3 年連続マイナス以来の長さとなり、デフレの継続を裏付けた。

原油など素材価格の上昇を受けて、下落率は過去最大のマイナス 5.2 ％だった 09 年から大幅に縮小。10 年 10
～ 12 月がプラスだったことから、日銀は企業物価が「下げ止まった」との認識を表明したが，本格的な反転に

向かうかどうかは予断を許さない状況だ。

1/15 訪日外国人が最多
2010 年に日本に入国した外国人が前年より 24.6 ％（約 186 万人）増えて約 944 万人に達し、過去最高になっ

たことが法務省入国管理局の集計（速報値）で 14 日、わかった。外国人入国者の数の増加は 3 年ぶり。同局の

担当者は「アジア地域の景気回復のほか、中国人向け個人観光ビザの発行要件を大幅に緩和した影響が出てい

るのではないか」とみている。

外国に渡航する日本人の出国者も同 7.7 ％増の約 1664 万人と 4 年ぶりに増加。円高による海外旅行需要の増

加が後押ししたとみられる。

《県内》
1/13 ５年で１１．２％削減 県内市町職員数

山口県は、県内市町の全職員数が 2005 年から 5 年間で計 11.2 ％、2044 人削減されたと発表した。総務省の

指針に基づき各市町が策定した集中改革プランの目標値（5 年間で計 9 ％、1644 人削減）を上回った。

県内 19 市町の総職員数は、10 年 4 月 1 日現在で、非常勤職員と県が人件費を負担する教職員を除き計 1 万

6246 人。05 年 4 月 1 日の総職員数は 1 万 8290 人だったが、毎年 320 ～ 599 人ずつ減少。定年退職者を補う新

規・中途採用の抑制、業務の外部委託など、さまざまな取り組みが各市町で行われたためとみられる。

1/19 県人口１４５万１３７２人
県は１８日、10 年 10 月に実施した国勢調査の速報値を発表した。県内の人口は 145 万 1372 人で前回調査（05

年）から 4 万 1234 人減り（2.8 ％減）、減少数、減少率とも 65 年に続いて過去 2 番目に大きくなった。人口が

増えたのは下松市だけで、下関市の 9706 人など 18 市町で減った。1 世帯当たりの構成は過去最少の 2.43 人と

なり、少子高齢化が一段と進んでいる実態を裏付けた。


